平成24年度12月補正予算　　支出科目　款：土木費　項：河川費　目：河川改良費
	事業名: 総合流域防災事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
県土整備部　河川課　河川整備係、河川管理係　電話番号：058-272-1111（内3727、3725）
　　 　E-mail：c11652@pref.gifu.lg.jp
	事業費

	


　補正要求額：　206,286千円

（現計予算額：439,774千円　補正後予算額：646,060千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　・平成２４年７月の九州の豪雨災害等を踏まえた堤防の緊急点検により、流下能力が不足し堤防の安全性が低いとされた箇所のうち事業実施可能な箇所において、緊急的に河道掘削・護岸工事等の対策を実施する。

　　・苔川（高山市）　掘削護岸50m　　　　　　　26,782千円
　・「７．１５豪雨災害検証報告書」の提言を受けて、水位観測所に異常が発生した場合でも洪水時の河川の危険性等の状況をリアルタイムに把握し、インターネットで情報提供できるよう県管理河川の水防警報発令基準地点5地点に河川監視用CCTVカメラを設置する。また、水防警報河川指定の検討のため、水位観測所を設置する。
　・河川監視用CCTVカメラの設置（5地点）　　154,454千円

・水位観測所の設置（1地点）　　　　　　　　25,050千円

	２　所要経費


工事請負費　206,286千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


I安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　６．社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる。
　　　山地、農地、河川、道路等の災害対策を進める。

　　（３）河川の安全性を高める。
	２　これまでの取組状況


　床上浸水など県民生活に直接被害が及ぶ甚大な被害が頻発しており、地域の治水安全度の向上と早めの避難による人的被害を軽減するため、「新五流域総合治水対策プラン」に基づきハード対策（河川改修事業）とソフト対策（情報伝達・避難等）を組み合わせた総合的な治水対策を進めている。
	３　これまでの取組に対する評価


　・県内の河川整備率は平成23年度末で52.6%の進捗率であり、依然として要整備区間が概ね半分程度残っている状況である。

　・県管理河川の水防警報発令河川を中心に河川監視用CCTVカメラ及び水位観測所の整備を進めており、平成23年度末で水防警報発令基準地点33地点のうち、20地点で河川監視用CCTVカメラ設置済みで、23地点で水位観測所設置済みである。設置済みの地点では、河川管理者として河川のリアルタイムでの状況把握が可能となったほか、水防管理団体や住民の状況把握ニーズにも十分応える情報提供が可能となっている。
　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	439,774
	219,867
	0
	0
	0
	0
	0
	197,800
	22,107

	補正

要求額
	206,286
	103,043
	0
	0
	0
	0
	0
	100,200
	3,043

	決定額
	206,286
	103,043
	0
	0
	0
	0
	0
	100,200
	3,043


